



























令和 2年 7月 
 
 
   
巻 頭 言 
 
 
 第 2 年度目が終了したので、報告書としてここにその研究成果をまとめた。
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第 1 章 
 
日本農業に深く入り込んだ外国人労働力 
————その量的質的展開————   
 
早稲田大学政治経済学術院 













































































来日後の 1 年間は研修期間（研修手当は最低賃金の半分強）だが、これに 1
年間の実習期間（最賃以上）が加わった 2 年間であった。これが 97 年に 2 年間
の実習が認められ、計 3 年間の滞在が可能になった。団体管理型は来日前に雇
用契約を結び、来日する人は単身・雇用先決定済み・滞在期間内の雇用先の変
更は原則不可で、技能実習ビザによる来日は 1 回限りである。 
農業は第 1表に見るように 2000 年に加わった。それまで外国人を受け入れて







認められ、02 年畑作・野菜、酪農、15 年果樹が加わった。 
10 年には、それまで 3 年間の初年度は最賃の半分程度の研修手当のみで残業
も禁じられていた状態を改め、初年度から、来日直後の座学の講習期間は研修









第 1表 外国人受入れ制度の展開 
年 製造業等 農業 
1982 技術研修生新設  
90 団体監理型設置  
93 特定活動ビザ  
97 3 年間の滞在へ  
2000  施設・養鶏・養豚参加 
02  畑作野菜・酪農参加 
10 初年度から最賃  
15  果樹参加 
16 技能実習法制定  
17 技能実習機構設置  































数 1％台の外国人が 2％を超えるレベルに至った（総務省統計局労働力調査 19
年 10 月末 6,916 万人の 2.4％）。うち農業は 36 千人と 3万人を大きく超えた。
外国人を雇用する事業所別に見ると、全産業は 24 万の事業所で 1か所当り 6.8
人だが、農業は 10 千の事業所で 1か所 3.6 人と外国人の雇用規模は小さいこと
がわかる。 
上記の届出状況によると、農業で働く外国人は 11 年の 15.5 千人台から 14 年
の 17.5 千人台（14 年の農林業の事業体数は 6,214 で 17,476 人、ただし林業は
きわめてわずかなので農業 1 事業体当り 2.8 人とみてよい）と少しずつの増加
であったが、それ以降は急ピッチの増加で 15 年 20 千人、16 年 24 千人、17 年
27 千人、18 年 31 千人、19 年 36 千人と毎年 3～4 千人ずつ増えている。増加の
主たるものは技能実習生で、14 年では 17.5 千人のうち 15.0 千人、他に専門的・
技術的分野 0.5 千人、その他（身分に基づく等のビザ）2.1 千人となっているが、
19 年は 35.5 千人のうち実習生 31.9 千人、専門的・技術的分野 1.3 千人、その
他 2.3 千人、となっている。大半を占める技能実習生は増加率も 2.1 倍と高い。
しかし専門的・技術的分野の外国人も 14 年以降急速に増え 2.9 倍である。その
他が 1.1倍にとどまるのとは異なる新しい動きで注目される。専門人材で幹部と
して雇われているのであろう。 




































北海道 17,793 23,296 1,479 1,950 8.3 8.4 1,213 3,078 2.5  3.0 
茨城 7,680 10,983 3,753 3,732 48.9 34.0 4,488 6,796 1.5  3.3 
愛知 7,296 10,755  954  935 13.1 8.7 1,098 2,346 2.1  3.5 
鹿児島 7,110 9,437  416  672 5.9 7.1  531 1,191 2.2  4.6 
宮崎 6,512 8,585  249  393 3.8 4.6 n/a  762 n/a  5.5 
千葉 6,447 8,586 1,150 1,155 17.8 13.5 1,080 2,228 2.1  3.4 
長野 5,530 10,836 2,055 2,032 37.2 18.8 1,015 1,994 2.0  2.6 
熊本 4,943 7,664 749 1,336 15.2 17.4 1,339 3,420 2.6  3.6 
香川 1,593 2,285  286 407 18.0 17.8  431  818 1.9  4.7 
全国 153,579 220,152 17,645 20,950 11.5 9.5 17,541 35,513 2.0  3.6 
都道府県 135,786 196,856 16,166 19,000 11.9 9.7 16,328 32,435 2.0  3.6 
註：1)農業従事の常雇人数（a）は 2010年世界農林業センサスの 2010年 2月 1
日調査時点の 1 年間のうち農業経営のために常雇した数（あらかじめ 7
カ月以上の契約）。外国人(b)は 2010年国勢調査の 2010年 9月末 1 週間で



























ほぼ 8割が畑作・野菜、施設園芸で残りの 2割が畜産になっている。 
第 2表の右欄で「外国人雇用状況の届出状況」により 14 年から 19 年の最近
の変化をみると、多くの県で全国 2.0 倍の増加率をやや下回る。だが、この間




1 事業所当たりの人数は鹿児島、香川が 4.6～4.7 人、宮崎が 5.5 人と全国平
均の 3.6 人を上回っている。受入れ事業所の中に、雇用規模の大きい農業法人
が多く含まれ、家族経営主体の農家を主とする外国人受入れの茨城や熊本とは




















う。メロン 4 ha、トマト 3 ha の経営規模を家族員 5名、技能実習生 8名で担う
ものであった。受入れは農協が 06年監理団体になった時に始まり、初めは 2名、








家族員で農業従事が 3 人いれば、技能実習生の採用枠により毎年最大 3 人雇
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等を営んでいる。いずれも規模拡大意欲は高く隣接市町での借入にも取り組む。
が、その違いは雇用で大きく、野菜作農家は平均経営面積 6.0 ha（普通作農家
13.1 ha、以下同じ）を、家族の農業従事 2.7 人（2.8 人）と常雇 2.7 人（0.9 人）
―ただし 2.4 人が技能実習生（0.5 人）―で担っている。熊本の施設園芸農家と
同じ仕組みである。これに対し普通作農家は規模の大きさを農業機械で対応し、





8 人・10 ha 前後の野菜経営もみられ、日本人雇用により家族の規模を超えた経














えない。毎年 3 人、3 年目で最大 9 人なので 27 人は不可能である。そのために


































 最後に、北海道の過疎地での酪農経営（飼育頭数 900頭・うち搾乳 750頭）
を紹介しよう。労働力を集めるのに苦労する農場である。18 年現在、日本人は
役員 3名と常勤従業員 15名（男性 11名/女性 4名）、外国人は技能実習生 8名






  21 
門ナビを通じて適任者とのマッチングにより確保するが、成功報酬として採用
者の年収 3割を支払う。人事の費用は賃金とは別に上昇している。 
 これに対して、不熟練労働力だが予定通り来日し 3 年間勤めてくれる技能実













実習生依存で、後継者を含めた家族 3 人に実習生 3 人の組み合わせが多い。農
業の外国人 1 事業所当り全国平均 3.6 人はそれを反映している。第 2表で、年
次が異なるが 19 年の外国人労働者を 15 年の常雇で除すと、全国で 16％のレベ






































れる。なお 2019 年 4月新設の特定技能等もここに含まれる。ただしこの「その






なお平成 29 年 6月末だが、この専門的・技術的分野の総人数は 294 千人で、
















































































 対象とする酪農経営は飼育頭数 900頭、うち搾乳 750頭であり、2020 年当初
には日本人は役員 3名、常勤従業員 15名（うち男性 11名）がおり、2013 年か
ら導入した実習生は 1号 4名、2号 5名、3号 4名の計 13名いる。これに畜産





















































































































❷給餌：母牛には 1 日に 2 回～4 回程度に分け、台車等を使い、餌を与














































































で安定した拡大を続ける大規模農業生産法人 G 社― 














 グループ全体の中の 3社の売上は直近で 36億円位であり、G社は 9。2億円、
Y社 22億円、B社 5億円等の構成になっている。なお Y社は出荷する生産者の
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 グループ全体では 208 人だがその半分を占めるのが G社の 108 人である。な







2018 年次の数字によると、G社と S社の 2社合計で 126 人、うち外国人は
43 人になっている。126 人の内訳は、役員が７人（男３、女４）、正社員は管理
職が 7 人（３、４）、一般職が 22 人（12、10）、常勤パートは 90 人（27、63）




管理職に女性が 1 人、一般職は 7 人（男４、女３）でいずれも技術ビザで来て
いる者である。常勤パートは 35 人（１６、１９）なので、合計は 43 人（20、















の共同宿舎に泊まり、以後 7 年間、毎年、男性 1名、女性 1名を引き受けてき
た。98 年には農業研修生として会社の宿舎に日系フィリピン人夫婦とインドネ
シア男性 2名を受け入れ、99 年にはフィリピン女性 2 人を受け入れている。 
2000 年からは農業も技能実習の仕組みに入ったので、農業研修生として 1 年
の約束で受け入れて来た今までの仕組みと異なることになった。監理団体とし
て日本法人協会に依頼し、その後継続して実習生を受け入れ始めたのである。
この仕組みになった 2000 年以降は 1名の失踪もこの法人にはない。2002 年は




























なお少し古い 2017 年の資料によると、G社のみの外国人は 26名で、そのう




オス、タイが 1 人ずついる。永住者はフィリピン 3 人、台湾 1 人、であり、計








お技術ビザは 1 年毎の更新という仕組みで入国管理局は対応している。 
 
5.2.3.直近の外国人の在留資格別人数とその職務 
外国人を直近の 2019 年 6月の資料でみると、総数が 47 人と少し多いがさら
に内訳が分かる。この中は G社が 34 人、S社が 13 人である。 
G社は技術ビザが 6 人おり、2016 年 10月採用のベトナムの男性 2 人（作業
場所が加工場）と女性 1 人（資材）、2018 年 3月採用のベトナムは男性 1 人、
女性 1 人でいずれも加工場である。もう一人は 2018 年 8月のタイの男性 1 人で
作業場所は農場であり、この分野では初めてである。なおすでに述べてあるよ
うに技術ビザはいずれも正社員である。残りの 28 人は以下である。3号の 2 人
のタイ男性（2016 年 5月に 1号で来日、3 年後の 2019 年 6月に 3号で雇用）











専門になるとみられる。また 1号にベトナムの女性を 2018 年から惣菜で加工場
に雇用している。ベトナムはそれまでは技術ビザで雇用していたが、技能実習
生としてベトナムの人を加工場に導入し始めたのである。 
S社は技術ビザ（2019 年 6月から雇用）のタイの女性が 1 人いて作業場所が
加工場になっている。残りの 12 人はすべてタイからの技能実習生で職種は全員
が施設園芸であり、3号が 1 人（女性）、2号が 5 人（男 3 人、女 2 人）、1号が
6 人（３、３）となっている。多くが 2号の 3 年目に帰国するやり方で、４、5
年目も勤めることができる 3号は少ない。能力ある人が選抜されるようである。
なおこの 3号の人は 2016 年 3月に技能実習生として 1号に雇われ 3 年経過し













1968 年にこんにゃく栽培を開始し 90 年にはこんにゃくの加工を始めている。
95 年には漬物加工を始めた。その後はこんにゃくの新加工場（98 年）、漬物工
場（03 年）、冷凍倉庫（05 年）、こんにゃく工場増設（10 年）、漬物冷凍工場増
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設（12 年）、こんにゃく増設（14 年）等相次いで施設を拡大している。なお 2008
年に天皇杯を受けている。2012 年にはこんにゃくの輸出を始め、有機こんにゃ
く製品は世界的に高いシェアを占めている。 












は 0時から 2時までの休憩時間がある。夜 8時から 12時までの人と深夜 2時か












になり、その後ろに 2 人、周りに 4 人位がおり、3時間で 10ａの大根の収穫が

















一般職は毎年あり、直近で男性 1名、2 期前は男性 4名、女性 1名、3 期前は男




実習生は直近で男性 6 人、女性 12 人、2 期前は男性 4 人、女性 5 人、3 期前
は男性 3 人、女性 7 人、4 期前は男性 4 人、女性 5 人、5 期前は 4 期前と同じで
あり、在留資格により同期の実習生がまとまって帰国するので、それを補充す
る採用数が多い。これに対して日本人（この中には日本人の配偶者である外国
人等を含む）の採用数は、直近で男性 1 人、女性 2 人、2 期前は男性 2 人、女
性 7 人、3 期前は男性 3 人、女性 6 人、4 期前は男性 2 人、女性 1 人、5 期前は
































 休日は所定が年間 105 日だが実質は 78 日である。これは農繁期と農閑期に分
かれ、農繁期は 4週 5休である。農繁期は 4週 8休になっている。 










































































う問題について、制度発足後 1 年間の経緯から検討してみたい。 
 
2.日本における外国人労働者受け入れ政策の概観 












































されているので、この主張は 30 年後の今日も妥当しよう。 
 
新出入国管理政策と外国人労働者受け入れ(上林千恵子) 





型による受け入れ人数は 1997 年にやっと 1万人を超えただけであった。3万人
を超えたのは 2003 年であった（ちなみに、最近年 2018 年の技能実習 1号ロ（従







主な改正点は、技能実習生 3号を創設して、従来の技能実習 2号終了後（3 年




見ると、2007 年の 316,967 人（登録外国人統計による）をピークに、2015 年




















受け入れ要件が厳格であるために受け入れ人数は少ない。2018 年 7月から 2019
















の外国人労働者数は 682,450 人であったから、2019 年の 1,658,804 人まで 97.
６万人増加し、年率 13.5％増加となる。またこの内訳を国籍別に見ると、大き
な差異が見られる。表２は、2012 年と 2019 年との二時点間で在留資格と国籍
にどのような変化が見られたかを増加寄与率から見たものである。外国人労働





































専⾨技術 技能実習 留学 ⾝分 合計
中国 6.2 -1.3 1.6 5.3 12.5
ベトナム 4.7 18.5 13.0 0.9 38.4
ブラジル 0.1 0.0 0.0 3.3 3.4
フィリピン 0.8 2.8 0.2 6.6 10.9























が成立し、翌 2017 年 11月から施行された。そしてそれに追い打ちをかけるよ




留資格を創設する」ことが提言された。これが 2018 年 12月に成立した新入管
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契約を結べば在留資格「特定技能」が付与される。いずれの場合も、就労期間









プ制はとられていない。特定技能制度の 5 年間で受け入れ見込み数は 34.5万人、
受け入れ初年度の 2019 年は 4万 7 千人とされた。 
 それでは特定技能制度で示された目標受け入れ人数はどこまで達成できたの







































































800 人であったが、他社では 1500 人程度の規模のものもある。 
 
3 2019 年３月に訪問したホーチミン市の大手送り出し会社の事例による。 
 
新出入国管理政策と外国人労働者受け入れ(上林千恵子) 










































































































































 まず、農業分野の技能実習生もしくは農業分野の特定 1 号ビザを取得するた
めに、日本語能力の面では、何が要求されているのかを確認していきたい。 
 一般に、外国語能力を問うには筆記試験と口頭試験、記述式と多肢選択式、








 本稿で取り上げるのは、広く用いられている日本語能力試験（特に N4 レベル）、




国際交流基金日本語能力試験 HP https://www.jlpt.jp/ 
・国際交流基金日本語基礎テスト（JFT-Basic）の紹介 
国際交流基金日本語 JFT-Basicテスト HP 
https://www.jpf.go.jp/jft-basic/index.html  
・農業技能テスト用教材「日本語技能」紹介（一般社団法人 全国農業会議所） 



















6 なお、新型コロナウィルスによる感染症拡大の影響により、2020 年 7月の日
本語能力試験は中止、JFT-Basic と農業技能測定試験は国や地域によって実施・
中止の判断が分かれている（2020 年 6月 21 日段階の状況）。 
 
技能実習生と日本語レベル(大島弥生) 
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記の項目も含まれている。 






度」の対象 14種の中に農業も含まれることになり、平成 30 年の閣議決定では、
「特定 1号」の日本語能力の水準が以下のように規定された。なお、「特定 1号」




















































2.1.日本語能力試験 N4 レベルとは 
2.1.1.N4認定の目安 
 日本語能力試験（略称 JLPT：Japanese-Language Proficiency Test）とは、
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教育支援協会が、海外では独立行政法人国際交流基金が、年 2 回実施している
（2020 年度 7 月はコロナウィルスによる感染症拡大のため中止）。小学生から
社会人まで受験でき、海外での日本語学習者の増加を受けて、2018 年度には、







































験の HP には、「日本語能力試験 合格者と専門家の評価によるレベル別 Can-do
リスト」による調査結果（読む・聞く・話す・書く）が公開されている。N5~N1
各レベルの合格者の下から 1/3 を回答者とし、そのうち 75％以上、50～75％。
25～50％の人が「できる」とした言語技能を確認したものである（2010 年 9 月
～2011 年 12 月 64842 人中の合格者のうち下から 1/3 の回答者が「できる」
と答えた割合）。https://jlpt.jp/sp/about/candolist.html 


























15 や 17 の場面や、ごく身近な関係で繰り返し話されることが予想される 14 や
16 の話題である。 
一方、文字（一部の漢字を含む）の理解が求められる「読む」について N4




































































































通参照枠（CEFR：Common European Framework of Reference for 





また、Webサイトには「JFT-Basic は、2019 年 4月 1 日から開始された在留資
格『特定技能 1 号』を得るために必要な日本語能力水準を測るテストとしても
活用されています。」と明記されている。FAQ には JFT-Basic は今のところ海
外でのみ実施予定であり、日本国内での「特定技能１号」申請には日本語能力
試験 N4 を受験するように指示がある。 
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3.2.JFT-Basicと日本語能力試験 N4 との比較 
日本で働くための在留資格を得る上で必要な日本語力を問う試験に、日本語
能力試験 N4 だけでなく JFT-Basic が加わることは、どのような変化をもたら
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Forward   
This textbook is prepared for persons who are planning to take the 
Agriculture Skill Assessment Test. At the workplace, where technical 
interns are assigned, instructions are generally given verbally. 
Consequently, it is essential for them to understand verbal instructions 
without referring to written text. In particular, it is extremely important 
to understand expressions with numbers and various verb conjugations.  
   In light of the above, it has been decided that the Japanese 
proficiency exam of the Agriculture Skill Assessment Test will include 
questions to be answered by listening to Japanese. Please fully prepare 
yourself for the exam by using this textbook. Japanese ability required 
for learners who are going to use this textbook. This textbook targets 
learners who have some learning experience of Japanese. For example, 
with regard to Minna no Nihongo teaching material available on the 
market, it is desirable that a user of this textbook has completed at least 
up to lesson eight.  
   Although several topics discussed in this textbook are dealt with in 
lesson nine or beyond, the user will be able to understand them by 



























p.51 ６ 回答とスクリプト：  （カナ書き・分かち書きは原文のママ） 
① Ｄ 
「なにを つくりますか。」「やさいを つくります。」「やさいですか。」「はい。」 
② Ｄ 
「すみません。あの ぼうしを とって ください。」「この ぼうしですか。」 
「はい。ありがとうございます。」 
③ Ａ 












p.52 8  回答とスクリプト：  （カナ書き・分かち書きは原文のママ） 
① Ｃ みっつずつ はこに いれて。 ② Ｃ ひとつずつ さらに のせて。 














































































































































名（25.3％）、フィリピン 50 名（10.2％）、インドネシア 44 名（9.0％）の順、
業種は、繊維・衣服関係 152 名（31.0％）、機械・金属関係 113 名（23.0％）、
食品製造関係 72名（14.7％）、農業関係 55名（11.2％）、年齢は、「30歳以上」
211名（43.0％）、に｢25歳から 29歳以下｣が 151名（30.8％）、｢24 歳以下｣が 












 日本語学習そのものについての JITCO 調査は、2009 年度（一次調査速報の
み）と 2006 年度の報告が Webサイトで閲覧できる（『「外国人研修生・技能実
習生の日本語調査」第一次調査 速報』）。
https://www.jitco.or.jp/about/data/chousa_houkoku/prompt_report.pdf 
2009 年度調査では受け入れ先日本人 1223通（6000通依頼）、実習生 694通
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72.5 88.6 94.7 
「危ない!」「止(と)めろ!」などのとっさの指示・命令を
聞いて理解し行動する 
71.2 73.3 88.6 
お礼の言葉や謝罪の言葉を述べる★ 69.2 84.7 92.2 
作業についての指示、注意などで、簡単な説明なら聞い
て理解する 
60.4 70.0 91.9 
作業について、わからないこと、知らないことを質問す
る★ 
59.8 72.2 90.6 






休む、遅刻するなどの連絡をする★ 56.7 50.4 78.7 
指示や説明が理解できたかどうかを表明する★ 55.9 70.2 90.9 








51.4 74.1 90.9 
道具の名称や作業に関する専門的な言葉を言う★ 50.5 70.6 90.9 
作業内容や機械の不具合などを、簡単に説明する★★ 50.2 61.7 89.9 




















































































































































































































































る課題 : 受け入れ推進地域を事例として (北海道における発展方向の創出
に関する基礎的研究) 」『開発論集』 (99)：15-32. 
――――（2018）「北海道におけるベトナム人技能実習生の日本語学習意識と学













化とその要因 : 実習生のインタビュー調査から」『年報新人文学』 (16)：
145(29)-126(48)． 
栄苗苗（2019）「中国人技能実習生の日本語学習アプローチ : 日本語能力試験

































招聘研究員  軍司 聖詞 
（研究協力者） 
早稲田大学政治経済学術院 





























































































 2015センサス 2018 本調査 
3ha未満 827(74.9) 10(21.1) 
〜5ha 134(12.1) 14(30.4) 
〜10ha 94(8.5) 11(23.9) 
〜20ha 25(2.2) 9(19.5) 
〜50ha 18(1.6) 0(0.0) 










































第２図をみると、3,000 万円未満の野菜作 a の労働者数は 2-4 人程度が中心だ








































の中心は普通作 A に同じく家族労働力であり、平均農業労働者数は 3.0 人とな






























野菜作 a の平均経営面積は 309a（平均所有地率 58.5%）であり、労働力は、
平均農業労働者数が 4.0 人にとどまっている。13戸中５戸が 2-4 人程度の家族
労働力のみ、４戸が家族労働力に加えて日本人臨時雇を調達する（雇用農家平
均 2.0 人）のみで、日本人常雇を調達するものは１戸（59 番農家）、外国人実
習生を調達するものは４戸（雇用農家平均 2.7 人）にとどまる。 
野菜作 b の平均耕作面積は 426a（平均所有地率 38.9%）と、野菜作 a の 137%
に拡大するとともに、借地依存が強まる。労働力は、家族労働力が 2-4 人程度
で、日本人常雇・臨時雇を調達するものが 11 戸中２戸（17・24 番農家）・２
戸（3・49番農家）（雇用農家平均 1.0 人・2.5 人）あるが、10戸が 1-3 人程度
の実習生を調達しており（雇用農家平均 2.5 人）、家族労働力と合わせて平均農
業労働者数は 5.1 人となる。  
野菜作 c となると平均耕作面積は 1735a（平均所有地率 11.5%）となり、野
菜作 b から 407%拡大するとともに、耕地はほとんどが借地となる。これを耕
作する労働力は、日本人常雇・臨時雇が 13 戸中５戸・４戸にみられ（雇用農
家平均 2.0 人・6.0 人）、また 12 戸が外国人実習生を雇用し、実習生の雇用が
3-5 人程度と進んで（雇用農家平均 4.8 人）、家族労働力と合わせて平均農業労




























































































































































雇用されている日本人常雇は 60 代５、50 代６、40 代５、30 代６人、男性 13
人・女性６人・不明２人（なお野菜作にも女性常雇がみられる）であり、40 代
以下が半数ある。なお、本研究がヒアリング調査を行った大規模普通作 56番












超の普通作や野菜作 a には当てはまっていない 
②過去５年には、これまでの理解に相当する動きがみられず、上の構造は過
去５年以前におおむね成立し、この５年は一段落の状況にあった 



































































































正後の 2010 年 12月から 2019 年 10月までの青森県における外国人技能実習生
数の推移を図 1 に示した。実習生総数は、2010 年 12月の 539 人から 2019 年 10
月の 2492 人へと 4.6倍に増加しているが、特に 2016 年以降の増加が著しい。
直近の 2018 年 11月～2019 年 10月の 1 年間では技能実習生数が 24.4％増加し
ており、この期間の増加率は奈良県・沖縄県に次いで全国第 3 位となっている
（青森労働局 2020）。 
国籍別にみると、2010 年 12 月時点では中国からの実習生が 94.6％とそのほ





































は 5名、2019 年 4月に新設された「特定技能」は 2名となっていた（青森労働
局 2020）。出入国管理庁が公表した 2020 年 3月末時点での資料によれば、特定
技能ビザを持つ農業従事者は 5名に増えているが、いずれも技能実習生を 3 年
間経験したあと特定技能に移行した、「技能実習ルート」による（法務省 2020）。 
2019 年 12月時点で青森県内には、技能実習 1～3号を管理できる一般管理団
























る。表 3 に経営耕地面積規模別にみた経営体数を示した。南部地方では 1経営
体当たりの経営耕地面積は 3.66ha で、5ha以上の経営体も全体の 2割近くを占
める。青森県の年齢別基幹的農業従事者数（表 2）をみると、70歳以上が 40％、



















日本人従業員数は全員常勤で 15名いるが、これに加えて 2012 年からベトナ
ム人技能実習生を受け入れた。監理団体は青森県内に事務所を持つ団体である。
2018 年 12月現在の実習生数は 6 人で、いずれも 3 年間の実習を予定しており、
今後さらに 3 人の実習生を受け入れる予定とのことである。なお、A社周辺地
域では、5つの農業経営で計 30名を超えるベトナム人実習生を受け入れている。 
A社における農事歴の概略を図 3 に示した。ナガイモの春堀りが始まる 3月
下旬から農繁期に入り、主力のダイコン栽培が 4月上旬から始まる。ダイコン
栽培は 11月上旬に収穫が終了するまで続けられる。出荷量は 1 日当たり 30 ト
ン程度で、実習生は収穫後の選果・洗浄作業にも従事する。この他、8 月中旬
～11 月下旬にゴボウの収穫、11 月中旬～12 月中旬にナガイモの秋堀りが行わ
れ、そのあとが農閑期となる。実習生による農作業を冬期間確保することを主
たる目的として冬ニンジン栽培もおこなっており、その収穫が 2 月中旬～3 月
下旬にかけて行われる。農閑期の実習生は他の従業員とともに農業機械の修理
なども担当する。A社の農地は約 50 か所に分散しており、実習生が宿泊施設か
















け入れてきた実績を持つ。監理団体としては、2019 年 12月現在で 13 農家に対
して 18名の技能実習生派遣を行っている。 
これとは別に、2017 年から技能実習生を JA職員として受け入れており、そ





実習生は、4 月～11 月は組合員の圃場などで JA 職員の指導の下の農作業を











単協 B の活動地域における主な作物の農作業歴を図 4 に示した。ナガイモ、
ゴボウ、ダイコン、ニンジンといった根菜類が栽培の中心で、農繁期は 4月上






















C社は前述の単協 B が 100％出資した株式会社で 2016 年 4月に設立された。
主婦や企業の定年退職者らを雇用し組合員農家に派遣するほか、機械銀行業務、
遊休地を利用したナガイモやニンニクの種子生産などが主な事業内容である。 




契約社員 6名、パートタイム職員 10名でスタートしたが、2018 年 10月時点で
は、正社員 1名、契約社員 5名、パートタイム職員 8名と短期アルバイト 6名
となっていた。日本人従業員確保の困難さに対応すべく、2017 年 9月から 3名、






























と 70歳以上で 36.9％、60歳以上で 68.4％と、南部地方と比較すると若干低く
なっているが（表 2）、農業労働力の雇い入れは全経営体数の約半数に上る。た
だしそのほとんどが臨時雇いで、常雇い労働者の占める割合は南部地方よりか
















ベトナム人 5 名の受け入れは 2019 年 6 月からである。津軽地方には単協が 6













11 月中旬ごろから降雪があり、3 月下旬～4 月上旬まで積雪が残っている。1
月下旬より剪定作業を行うが、作業が本格化するのは 4月下旬からである。栽
培品種による違いはあるものの、労働需要がピークを迎えるのは、摘花・摘果
と袋掛けが行われる 5 月下旬～7 月上旬と、主力品種のふじの収穫作業が本格
化する 11 月となっている。実習生がリンゴ園で作業をするのは主に 5 月～11
月までである。このため、個々の農業経営が実習生を直接受け入れる場合は技
能実習 1号で対応し、選果作業など冬期の実習時間を確保できる単協が受け入





















る。経営面積はおよそ 15ha で、その内訳はレタス 10ha、キャベツ 3ha、ハクサ
























































青森県企画政策部 2016.『2015 年農林業センサス 農林業経営体調査 青森県
結果書』 [オンライン] 
https://www.pref.aomori.lg.jp/release/2016/57096.html (2020 年 5月 29
日アクセス） 
青森県農林水産部 2019.『図説 農林水産業の動向』 [オンライン] 
https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/nourin/nosui/files/00_R1_zusetsu_
all_syusei.pdf (2020 年 5月 29 日アクセス） 
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法務省 2019. 『在留外国人統計』（2012 年 12月末～2019 年 6月末）. [オンラ
イン] http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html 
（2020 年 5月 29 日アクセス） 






年 5月 29 日アクセス） 
法務省 2019. 『2019 年版「出入国在留管理」日本語版』[オンライン]  
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/ouhou/nyuukokukanri06_01127.h





























































 このように、現在は流動的な状況ではあるが、少なくとも 2019 年までは、現
実に外国人労働力の雇用数は急速に増加してきた。厚生労働省の「外国人雇用
状況」に関する資料によると、2019 年 10月時点で、日本において就労してい
る外国人労働者は、1,658,804 人に達し、前年同期比 198,341 人、13.6％の増加
となり、2007 年に届出が義務化されて以降、過去最高を更新した18。約 10 年前
の 2008 年では、外国人労働者はわずか 486,398 人19であったことから、この間、
日本における外国人労働力がいかに急速に拡大しているかわかるだろう。 
この 165.9万人を国籍別にみれば、中国が最も多く 418,327 人（外国人労働
者数全体の 25.2％）であり、次いでベトナム 401,326 人（同 24.2％）、フィリ
ピン 179,685 人（同 10.8％）の順となる。対前年伸び率でみると、ベトナム
（26.7％）、インドネシア（23.4％）、ネパール（12.5％）の増加率が高い。 
また、技能実習生に限定すると、合計 367,709 人であり、内訳は、ベトナム
189,021 人（51.4%）、中国 81,258（22.1%）、フィリピン 33,481 人（9.1%）、
インドネシア 30,783 人（8.4%）、タイ 10,656 人（2.9%）、ミャンマー10,328
人（2.8%）、カンボジア 8,274 人（2.3%）、モンゴル 1,846 人（0.5%）、スリラ












18 2019 年 10月末時点。
https://www.mhlw.go.jp/content/11655000/000590310.pdf。 
19 2008 年 10月末時点。
https://www.mhlw.go.jp/content/11655000/000590310.pdf。 































































ラス開講。教員 4名（日本人 1名・カンボジア人 3名）、スタッフを含めると 9






25 面会者はＳ社員（日本人）。2015 年開設。当初は年間 10 人程度の派遣であっ
たが、現在は年間 40 人を技能実習生として派遣している。 
26 面会者はＳＨマネージャー（日本人）。2013 年設立。2014 年から技能実習生
派遣を開始した。2019 年の派遣人数は約 330 人。女性４割、男性６割。これま





















































































































































































































本台湾学会報』日本台湾学会報 第５号, 107～128頁、日本台湾学会。 
初鹿野直美（2014）「カンボジアの移民労働者制度と現状」山田美和編『東アジ
アにおける移民労働者の法制度 ——送出国と受入国の共通基盤の構築に向



















 地域社会の労働力不足が深刻となっている。生産年齢人口は 1995 年をピーク








を取得して日本に新規入国した外国人32は 60,847 人だったが、16 年には 99,453












習生給源国は中国が主であり、第１表によれば、11 年の全 60,847 人のうち、




 2011 2012 2013 2014 2015 2016 
ベト 
ナム 
6,100 6,739 9,323 18,564 31,629 42,922 
中国 46,560 46,343 42,199 41,672 36,186 31,049 
フィリ
ピン 
3,184 3,638 4,081 6,130 8,875 9,498 
インド
ネシア 
3,046 3,415 3,656 5,328 6,631 7,253 
タイ 1,104 1,049 1,544 2,031 2,441 2,734 



















































2.1.元国営 A 社概要 














B社の従業員は 120 人弱あり、うち日本事業部は 15 人である37。 
 





在者数約 2,500 人のうち、最多は建設業の約 1,000 人であり、工場系約 700 人、
農業約 500 人、縫製業約 300 人と続く。 















年の年間送出し人数は約 500 人だが、これは 15 年の約 300 人から急増してお
り、日本滞在実習生数は、調査時点で約 1,200 人ある。16 年の送出しのうち、
最多は食品加工の約 150 人であり、農業は約 70 人であった。C社の従業員総数
は約 110 人だが、C社は部署毎に担当する地域(都道府県)を分ける組織形態をと
っており、日本担当者は全体で何人あるかは確認できなかった。ただし、日本
駐在員は計 10 人、研修所職員は 25 人であり、70 人弱が日本のいずれかの地域
を担当しつつ、複数の業務内容に携わっているものとみられる。 
 
2.4.民営 D 社概要 








































































































なお C社の場合、調査時点までの実習応募者総数は 4,165 人あり、うち選考
















































































































































































































































































54 北海道水産林務部「北海道水産現勢」（平成 30 年）より。以後、断りのない
限り北海道の漁獲生産統計値は本データによる。 
















減少は駆け足で進んでおり、ピークだった 2000 年の 570万人水準から、2019
年 1月現在は 530万 4,413 人（住民基本台帳）にまで減少している。合計特殊









っている。詳細は後述するとして、北海道では 2018 年 10月末現在、外国人労




で 10,357 人と全体の 49.3％を占めている。次いで「高度外国人材」と呼ばれる
「専門的・技術的分野の在留資格」が 3,843 人（同 18.3％）、これに続く留学生
などの「資格外活動」が 3,749 人（同 17.8％）となっている。同期の全国平均
 













北海道庁が 2019 年 5月にまとめた「外国人技能実習制度に係る受入れ状況調
査（平成 30 年調査結果報告書）」によると、2018 年における道内での外国人技
能実習生の受入れ総数は 10,032 人と前年比の 118%（1,530 人増）となってい
る。このうち、「食料品製造業」に従事する者は 5,357 人で 53.4%を占め半数以
上となっている。この食料品製造業のうち、「水産加工製造業」に従事する者が



























る。「団塊の世代」が 75歳以上となり、国民 5 人に 1 人が医療費負担の大きい
後期高齢者となる 2025 年問題は間近に迫っている。高齢者人口が約 3,900万人










の 570万人水準から約 7%減少した 530万 4,413 人にまで落ち込んでいる。さ
らに全国の総人口に占める割合の予測からは、今後は全国よりはやいペースで
人口が減少していくと指摘されており、2020 年の 4.2%から 2025 年には 4.1%、






状態となっている59。この数値は、2015 年現在で全国ワースト 3 位となってい
る。しかもこの割合は 2030 年に 9.7%、2045 年に 9.0%とさらに低下するとさ
 
58 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」平成 30 年 12





はたして北海道の人口は、10 年後の 2030 年には 479万 2 千人、20 年後の
2040 年には 428万人まで減少し、東北地方や四国地方とならんで全国の〝先頭
〟を走るかたちで地域が縮小することになる。当然、「15-64歳人口」（＝生産年
齢人口）も減少する。2020 年の 295万 9 千人（道内人口比率 56.7%）から 2030
年には 259万 5 千人 （同 54.2%）、2040 年には 214万 1 千人（同 50.0%）と、




0-14歳人口や 15-64歳人口の減少に対して「65歳以上人口」は 2040 年頃ま
で増加を続けると予想されており、2020 年の 169万 6 千人（道内人口比率 32.5%）
から 2030 年には 173万 2 千人 （同 36.1%）、2040 年には 174万 9 千人（同
40.8%）と、20 年で 10ポイント近く上昇する。この間の全国平均が 2020 年は







届出状況（平成 30 年 10月末現在）」）となっており、外国人技能実習生が 49.3%
（10,357 人）、高度外国人材とされる「専門的・技術的分野の在留資格」の労働
者が 18.3％（3,843 人）、そして大学や専門学校などに留学する学生を中心とす





















ベトナムが 6,260 人（同 29.8％）、フィリピンが 1,326 人（同 6.3％）になって
おり、中国国籍の者が 7 千人台で頭打ちとなる反面、ベトナム国籍の者がわず
か 5年間で 10倍となる 6千人台にまで拡大していることがわかる〔表₋4参照〕。
中国国籍の者とほぼ同数になるまでに拡大しているのである。 














2014年 11,199 4,976 1,931 2,295 1,872 125
2015年 12,372 5,583 2,148 2,360 2,115 166
2016年 15,081 6,749 2,680 3,063 2,370 219
2017年 17,756 8,553 3,273 3,231 2,432 267
2018年 21,026 10,357 3,843 3,749 2,664 413











2018年 1,658,804 383,978 329,034 372,894 531,781 41,075 42












きる。2012 年の時点ですでに食料品製造業には 3,261 人の外国人技能実習生が
道内で働いており、その実に 94.7%にもおよぶ 3,089人が水産加工品製造業で働








2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
3,261 3,332 3,245 3,608 3,865 4,848 5,357
うち⽔産加⼯品製造業 3,089 3,210 3,056 3,339 3,446 3,987 4,016
⽔産加⼯品製造業⽐率（%） 94.7 96.3 94.2 92.5 89.2 82.2 75.0
1,410 1,479 1,654 1,868 2,155 2,441 2,765
49 80 176 261 375 711 999
13 19 31 57 111 160 238
160 200 231 241 218 135 191
8 10 0 10 28 17 117
49 0 42 32 2 7 44
6 0 0 23 7 10 25
32 22 34 112 156 173 296
4,988 5,142 5,413 6,212 6,917 8,502 10,032













中国 ベトナム フィリピン 韓国 先進主要国 その他
2014年 11,199 7,115 607 522 503 1,101 1,351
2015年 12,372 7,062 1,361 662 536 1,213 1,538
2016年 15,081 7,344 2,724 828 619 1,422 2,144
2017年 17,756 7,304 4,368 1,066 759 1,534 2,725









































また留萌地域が 43 人（全体の 18.1%）で二番手につけていることと、同地域
がホタテ稚貝生産の活発な地域であることは無関係ではない。加えて留萌管内
の増毛漁業協同組合や北るもい漁業協同組合にはカニかご・エビかご漁業に従























空知 223 247 245 253 363 82 ー 116
⽯狩 312 524 690 1,168 1,734 921 ー 172
後志 458 398 526 588 697 430 ー 225
胆振 281 355 379 486 680 318 ー 193
⽇⾼ 183 205 175 225 212 34 24 147
渡島 752 787 873 994 1,274 980 136 ー
檜⼭ 32 38 31 38 53 0 7 22
上川 415 435 505 641 784 123 ー 450
留萌 110 168 204 226 284 189 43 ー
宗⾕ 629 656 628 649 668 601 ー 54
オホーツク 1,092 1,159 1,044 1,403 1,416 1,017 ー 342
⼗勝 271 293 471 482 599 39 ー 478
釧路 237 410 583 680 756 411 ー 256
根室 418 537 563 669 512 212 ー 269















は 9割以上、サケ・マスやコンブ類は 8割以上にもなる。ホタテガイも 7割以
上を安定的に生産しており、不漁が続くサンマも 4割以上と依然として影響力
を確保した状態にある。 
振興局別でみると、渡島の 12万 2 千トン、釧路の 14万９千トン、根室の 13





































た漁業分野に 2,589 人（2018 年）の技能実習生が働いているにもかかわらず、
北海道では 238 人（2018 年）の就労が確認できるにとどまっており、漁業生産
規模で数量・金額とも全国の 2割以上を占める地域としては抑制された導入実
態となっている。北海道の漁業生産構造に注目してこの理由を考察した場合、











石狩 後志 檜山 渡島 胆振 日高 十勝 釧路 根室 オホーツク 宗谷 留萌 全道計
漁獲量（千トン） 3 30 3 122 46 36 47 149 135 224 206 15 1017
全道比率（% ） 0.3 2.9 0.3 12.0 4.5 3.5 4.6 14.7 13.3 22.0 20.3 1.5 100.0
漁獲金額（億円） 17 103 25 443 132 158 56 234 437 547 493 90 2735





















主力に位置づく。1隻/日あたりの漁獲量は 20 トン、金額は 300万円に達するこ





























































小樽 稚内 枝幸 紋別 網走 釧路 十勝 様似 浦河 室蘭 合計











の半分は冷凍水産物（2016 年実績で 27.7万トンで 54.5%）が占め、塩蔵品（4.5
万トンで 8.9%）や飼肥料（3.3万トンで 6.6%）、冷凍食品（2.9万トンで 5.6%）、
ねり製品（2.5万トンで 4.9%）などがつづく60。事業所数は 829（2016 年）あ
り、冷凍水産食品製造業が 140、塩干・塩蔵品製造業が 130、冷凍水産物製造業






実習生が極めて多い。その人数は 2018 年現在、4,016 人と北海道の技能実習生
の 40.0%を占める〔表₋4参照〕。振興局別でみた人数も、オホーツクの 1,017 人
を筆頭に、渡島が 980 人、石狩が 921 人となっており、一振興局ですでに漁業
などの他分野の受入数を大きく上回っている。この上位 3振興局以外でも、宗
谷に 601 人、後志に 430 人、釧路に 411 人が就労しており、それ以外の振興局







60 北海道庁水産林務部「北海道水産業・漁村のすがた 2019」より。 
10代 20代 30代 40代 50代 60代 合計
0 26 42 26 23 12 129
0.0 20.2 32.6 20.2 17.8 9.3 100.0
1 23 23 17 10 27 101







































































中国 33 40 28 101
ベトナム 32 31 0 63
タイ 18 16 17 51






















































































































 研 究 会 報 告 資 料  
 




















1月 7 日 中国当局が新種のコロナウイルスを検出したと世界保健機関（WHO）
が発表 
1月 16 日 国内初の感染者発表（神奈川県：武漢で発熱） 
1月 28 日 道内初の感染者確認（中国・武漢市出身の旅行者） 
2月 14 日 道内 2 人目の感染者確認 
2月 26 日 北海道知事、小中高に臨時休校要請（翌日、日本政府） 
2月 28 日 北海道の緊急事態宣言（～3月 19 日） ⇒第 1波 
3月 11 日 WHO による WHO「パンデミック宣言」表明 
3月 13 日 新型コロナ特措法が成立 
3月 24 日 東京五輪の 1 年程度の延期決定 
3月 25 日 北海道の類型新規参戦者数が東京都に次いで 2番目になる 
（東京都知事、外出自粛要請） 
4月 7 日  日本政府、緊急事態宣言を発令（七都府県対象 ～5月 6 日予定） 
            ⇒「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」閣議決定 




      （5月 4 日に 5/31 までの延長決定、政府「新しい生活様式」発表） 
4月 20 日 北海道知事による休業要請 
5月 16 日 北海道における休業要請一部緩和（石狩管内は除く） 
5月 25 日 首都圏の 1都 3 県と北海道で緊急事態宣言 全面解除 



















  ⇒外国人材への高い依存を解消することは可能か？ 
  ⇒家族帯同による定住化、労働者移民も含め検討すべき？ 
(2)在留資格別の構成にどのような影響を与えるのか？ 













・長野県、農業分野の中国人実習生 500 人、入国遅延（3/5） 
・道北なよろ、50 人ビザ発給遅れ（3/5：農業新聞） 
・仁木町、約 150 人の中国人実習生の入国目処立たず  
（3/12） 
・北海道、約 170 人（16JA 分）来道不可（3/14道新） 
  ⇒JAふらの約 20 人、JA道北なよろ約 50 人 
JA 新函館大野基幹支所：ベトナム人実習生の出入国困難（3/24：道新） 
・北海道、外国人技能実習生約 180 人、出入国に目処立たず（3/28：農業新聞） 
・JA北海道中央会の調査（道内 26JA：6/1）から、375 人の入国遅延、31 人の
出国遅延。計 406 人。 






















  ⇒作付面積や搾乳量（計画）の変更 
  （労働集約型作物から小麦等の土地利用型作物への変更） 


























果樹 酪農 肉用牛 養豚 養鶏
994 764 220 10 660 598 14 2 46 1,654
(60.1) (46.2) (13.3) (0.6) (39.9) (36.2) (0.8) (0.1) (2.8) (100.0)
1,198 1,002 191 5 1,567 1,409 20 29 109 2,765
(43.3) (36.2) (6.9) (0.2) (56.7) (51.0) (0.7) (1.0) (3.9) (100.0)
1,248 982 259 7 1,828 1,654 0 68 106 3,076
























   （観光業等他産業からの臨時雇用で調整：A 農協） 
（２）JA職員等による「援農」支援 
   （B 農協） 
（３）各種マッチング窓口開設・活用 
   （JAグループ、道、商工会議所等） 
 
4.3.露地野菜産地・B農協の対応 
・90 年代より一貫して 1号のみ（7ヶ月間：4-10月末）の受け入れを継続。 
・今年は 27戸の組合員農家で 51名を受け入れる予定だった。 
  ⇒3月時点で断念。5月のアスパラ収穫最盛期への危機感 
・4月 27 日に 9 人の外国人労働者が群馬の人材派遣会社から派遣 
  ⇒在留資格を不信に思った農協が警察に相談。 


































耕種 24 (35.8) 541 (78.9)
畜産 43 (64.2) 145 (21.1)


































Ａ 72 34 38 0 5 77 29
Ｂ 95 95 0 95 55
Ｃ 50 4 36 10 11 1 3 7 61 30
Ｄ 60 28 32 0 3 63 20
Ｅ 224 203 21 0 4 228 65
Ｆ 102 39 63 0 102 40
Ｇ 101 50 51 0 8 109 40
Ｈ 96 96 0 96 35
Ｉ 362 53 2 307 0 3 365 118





































































































































































































































 筆者が経営する坪井農場は、家族 4 人、外国人技能実習生 1号 2 人・2号 3
人・3号 5 年生 3 人の計 12 人で、のべ面積 23ヘクタールを耕作している。耕
地は、所有地 7ヘクタール・借地 3.7ヘクタールであり、この 10.7ヘクタール












肥料費 700万円、包装資材費 1400万円、農薬費 800万円、燃料費 270万円、
車両維持費 70 万円、通信費 50 万円、水道光熱費 60 万円、修繕費 150 万円、
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